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　８.医療行為の代諾問題

　①医療行為の代諾問題とは

　医療行為の代諾問題は、成年後見人等にとって重要な点である。緊急の医師による治療行為が必要になった場合、成年後見人等が治療の同意や拒否に関する決定権をもつか否かである。たとえば、一人暮しの高齢者が吐血をして緊急入院をした場合を考えてみたい。成年後見人等に対して、医師による説明があり、緊急による手術が必要になるとのこと。ついては、医師から手術の同意書に押印をしてほしいといわる。はたして同意をして、手術の押印要請に応じていいのであろうか？その医療行為が、生死にかかわるような問題であれば責任は重い。身寄りのない高齢者の方であれば、法的に代理権等をもっているため、医療行為の代諾を託されるのも当然といえるであろう。
　現行法においては、成年後見人等には医療行為に関する代行決定権限（同意権限）自体が一般的に否定されている。したがって、このケースにおいては同意をすることはできないことになる。つまり、もし署名をしたとしても手術同意書への署名は意味のないものとなってしまう。

　ところが、ドイツの世話法（成年後見法）においては、生命にかかわるような危険性の高い手術や避妊手術等までをも含む、非常に広範な医療代行決定権限（同意権限）が、成年後見人たる世話人に認められている。しかしながら、決定権限があるにもかかわらず、このドイツにおいてすら治療行為や延命措置の中止をめぐっては、激しい意見の対立があり、その法的ルールは必ずしも明確ではない。そして、数々の問題点が指摘され判決例もでている。したがって、日本においても事前的手続きに関する民事的ルールをきちんと確立しておくことが必要といえる。

②インフォームド・コンセント
　インフォームド・コンセントとは、「十分な説明と同意」と訳されているが、医療行為を行うに際して、医師は患者に対して、当該疾病の状況、選択しうる医療行為の種類とその内容、特定の医療行為を選択した場合の効果と危険性、医師が特定の医療行為を推薦する理由などを、十分に分かりやすく説明し、患者が納得して同意した場合でなければ、医療行為を行ってはならないという原則である。

医療行為は時として生命の危険を伴う場合も生じている。したがって、この医療行為に対する同意は、自己の生命、健康に対する侵害の危険に対する同意であり、原則として他人が代行できる性質のものではない。ただし、傷病により生命の危険が切迫しており、本人が意思を表明できる状態になく、かつそのような傷病に対して通常行われる医療行為を行う場合には、本人の推定的承諾のあったものとして、医療行為を行うことができる場合もある。

　同意書を提出したことによる法的効果は、同意の趣旨にしたがって治療した場合には、医療機関は原則として刑事責任、民事責任を問われないということである。

　③医療行為の代諾問題への対応

　成年後見制度では、上述したように成年後見人等には治療の同意や拒否に関する決定権は与えられていない。したがって、成年後見人等が同意をして医療行為を行うことは許されないことである。判断能力が十分でないために、治療の必要性が理解できず、適時に適切な医療を受けることが難しくなっている状況に対して、成年後見制度は直接的な解決策を示していないのである。ただ、成年被後見人となっても自己の健康状態や治療の必要性について理解する力がないというわけではなく、可能な限り本人の理解を得る努力をする必要がある。しかし、緊急性と重大性がある場合、時間をかけて説得をし、本人の理解を待つというような時間的余裕がない場合がある。インフォームド・コンセントを試みたが、本人の判断能力が損なわれていて、生命の危険性や治療の必要性を理解できない状態にあり、しかも、放置すれば生命に危険がある場合においては、緊急行為として手術を行うことが許されている。成年後見人は、身上配慮義務の観点から、インフォームド・コンセントが、どのように行われたか、緊急行為として手術を敢行してよい場合であったかなどを確認して、入院費や治療費の支払い事務を行うこととなる。

　4.成年後見人等の身上配慮義務

　成年後見人は、医療についての決定権限はないが、民法858条において、「成年被後見人の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務を行うにあたっては、成年被後見人の意思を尊重し、かつ、その身上の状態およびその生活の状況に配慮しなければならない」と定められている。したがって、成年後見人としては、治療費支払の前提として、その医療行為に対して、成年被後見人の理解を前提に治療が進められるように関係者に働きかけ、本人の意思が尊重されるように配慮すべきである。そして、その治療が本人の資産や生活の状況からみて適切な支出であるかどうか、本人の希望、あるいはその治療方法を比べた場合のリスク等はどうかなどを配慮して、その費用を支出するか判断する必要がある。　

　税理士が、この問題に対処する場合にはやはり大きなリスクを抱えることとなる。方法としては、財産管理等については税理士が責務を負い、療養看護・福祉的な責務については、社会福祉士等に依頼し、複数後見人制をとっておくことによって、専門外についてのリスクの軽減を図っておくことが必要となるのではないだろうか。成年後見を社会貢献と捉えて活動しておくことは税理士にとっては大いに歓迎すべきことであるが、リスクに対する備えを十分にとっておくことも必要なことである。
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